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〇「消費者教育の推進に関する基本的な方針」（令和５年３月、閣議決定）において、消費者が事業者に適切な意見を伝えることは、
事業者の提供する商品やサービスの改善を促すことにもつながるものであり、消費者市民社会の形成に資する行動である旨明記。

〇消費者向けの啓発チラシや啓発ポスターを、消費者教育ポータルサイトやSNS等を通じて周知。
〇従業員向け消費者教育研修プログラムを開発し、カスハラ関連の内容を記載（令和５年度）。同プログラムを活用した研修
（講師派遣）を実施（令和６年度）。

カスタマーハラスメントに関わる消費者庁の取組

Ⅰ 消費者教育の推進の意義

１ 消費者を取り巻く現状と課題

（２）社会情勢の変化

（自然災害等の緊急時）

さらに、こうした緊急時に、消費者による従業員等への行き過ぎた言動が見られた

ことも踏まえると、消費者は適切な意見の伝え方を身に付けるとともに、事業者は

消費者の声を受け止め、両者が適切なコミュニケーションをとることで信頼関係が

失われることを防ぐ観点も必要である 。

2 消費者教育の推進の必要性

（２）「消費者市民社会」の意義

事業者に適切に意見を伝えることは、事業者の提供する商品やサービスの改善

を促すことにつながり得る。こうした行動は、消費者市民社会の一員としての行動と

いうことができる。

（略）

消費者と事業者が従来の取引等において相対する関係から、共通の目標の実現

に向けて共創・協働するパートナーとしての関係へと高めていくことが重要である。

Ⅲ 消費者教育の推進の内容に関する事項

2 消費者教育の人材（担い手）の育成・活用

（７）自ら学び行動する消費者

社会のデジタル化の進展により、取引や情報発信の枠組みが大きく変革する中で、

フリマアプリのように消費者が販売者になったり、SNSやウェブサイトへの書き込み等の

情報提供を行ったりする際には、他の消費者へ被害を与えることのないよう、情報リテ

ラシーや情報モラルの重要性についての意識を高め、十分注意をする必要がある。事

業者に対する消費者の不適当な言動が問題とされる例も多い。また、消費者が持

続可能な社会の形成に向けた情報等を主体的に広く発信することも可能になってい

る。公正で健全な市場への参加者という自覚を育成していくことも必要である。

消費者教育推進基本方針（抜粋） 消費者教育ポータルサイト、SNS等での周知

従業員向け消費者教育研修プログラムの活用

○従業員向け消費者教育研修プログラム「消費生活のキホン」を
活用した講師派遣を実施

○消費者・消費者教育の担い手向けに啓発資料等を周知
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